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この準備書面においては、これまで準備書面 (9)、 同 (15の 1)、 同 (15の 2)

ほかで主張してきたところに加えて、淡路剛久・立教大学名誉教授による 2015

年 2月 16日 付「意見書」(甲 A第 146号証、以下「淡路意見書」という。)の指摘

するところを踏まえて、本件事故による精神的損害における被侵害利益と損害の

内容を整理し、さらに故郷 (ふるさと)喪失慰謝料の内容と主体、そしてその確

定時期等に関し、下記のとおり原告らの主張を補充・整理するものである。

記

第 1 本件事故による精神的損害

1 被侵害利益

(1)包括的生活利益としての平穏生活権 (包括的平穏生活権 )

原告らは本件事故によつて、それまで平穏に生活していた地域を追われて

避難生活を余儀なくされ、元の地域に容易に戻ることが適わない状況にある。

すなわち、原告らは地域社会における平穏な生活の全般を根こそぎ (包括的

に)侵害されているのである。既に指摘 してきた通 り、このような被害にお

ける被侵害利益は、「包括的生活利益としての平穏生活権 (包括的平穏生活権)」

と呼ばれる権利法益である。それは、生存権を基礎に、居住 。移転・職業選

択等の自由、財産権、人格権など多様な権利法益を包括的に含む (淡路意見

書 10～ 11頁 )。

(2)その要素

その内容は多様・多岐にわたるのであるが、中でも次のような権利法益が

重要な要素をなしている

ア 地域生活利益 (地域生活享受権 )

その 1つは、「地域生活利益」(地域生活享受権)と いうべき利益であり、

地域社会における緊密な人間関係を基礎に、地域コミュニティが果たして
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いる複合的機能の法的利益である。このような権利法益が侵害されたとき、

後述のとおり、広範な無形の損害を生じる。

イ 居住生活利益

もう 1つは、「居住生活利益」ないし「基本生活権」と呼ぶべき権利法

益であり、地域社会における住宅や農地をはじめとする、生活財の侵害が

深刻な被害となる。この損害のうち、居住用不動産の損害に封する正当な

賠償額の評価のあり方については、既に原告ら準備書面 (17)において詳

述したところである。

2 避難慰謝料 (避難生活に伴う精神的苦痛 )

(1)避難生活による著しい生活阻害

本件事故によって、原告ら住民は避難生活を余儀なくされ、「自宅以外で

の生活を長期間余儀なくされ」、「正常な日常生活の維持 。継続が長期間にわ

たり著しく阻害され」ており (中間指針 20頁 )、 このような「著しい生活阻

害」により、重大な精神的苦痛を受けている。

原告らが求めている「避難慰謝料」 (1人月額 50万円)は、このように、

平穏な日常生活を失い、上記の「包括的生活利益としての平穏生活権を奪わ

れ、『避難生活を余儀なくされたこと』から生じる精ネ申的損害である」 (淡路

意見書 12頁 )・

ア  生活阻害がもたらす精神的苦痛の内容

このような生活による、著しい生活阻害がもたらす精神的損害の内容は、

他所 (よそ)での避難生活を強いられることによる、心身の苦痛、不便、

不自由、不安等がもたらす、ス トレスと精神的苦痛である。

イ 避難生活がもたらす被害の典型的要素

このような心身の苦痛、不便、不自由、不安等をもたらす避難生活の状

況の典型的な被害として、次のような要素が指摘できる。

①避難先住居での生活の限界 (苦痛・不便・不自由)
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避難所の劣悪な環境、仮設住宅等の不十分な構造・設備・立地、親類

宅での遠慮とス トレス

②見知らぬ土地での生活上の不安 (苦痛・不安)

先行きの展望のなさ、情報不足、避難先地域住民とのコミュニケーシ

ョンの困難

③被ばくによる不安・差別 (不安・苦痛)

避難行動の際における放射線被ばくによる健康不安や、これによって

自分自身や同郷者に対する故なき社会的差別が為されることへの不安、

苦痛

④仕事の喪失 (不安)

失業、生き甲斐のない「無為」な生活

⑤家族の離散 (苦痛・不安)

家族と別々の避難、子世代の遠方避難

⑥被害者同士の軋鞠 (苦痛・不安)

もとより、このような状況、要素を示す具体的な損害事実は、原告によつ

てそれぞれ異なるのであって、全ての原告が共通してこの6つの要素におけ

る損害事実を主張するというものではない。

しかし、後述する故郷喪失慰訪寸料に関する「具体的な被害事実の個別性と、

損害の定型的・包括的評価」 (15頁)と 同様に、平穏な日常生活が奪われ、

避難生活による著しい生活阻害がもたらす精神的損害の実態が各人によって

異なることがあるのは当然のことであり、これらの被害は、避難生活にとも

なう事態として総体として捉えられるべきである。そして、そのような総体

としての被害を、各原告に共通するものとして括りだし、定型的・包括的に

評価することこそが相応しい。これに対して被告が主張する、全原告が全て

の要素を備えなければ共通の損害とは言えないという論旨は、これらの損害

の内容を見誤つた観念論に過ぎない。

(2)避難慰謝料の終期
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ア 避難指示の解除と避難生活

今後、避難指示の解除を経て、帰還または移住という事態が現実化する

段階になると、上記のような内容を持つ避難慰訪寸料の終期をどのように画

するかを検討する必要が生じる。

また、既に避難指示が解除されている広野町などに居住 していた住民に

ついては、被告による月額 10万円の避難慰謝料の支払いが打ち切られて

おり、そのような取 り扱いが妥当であるかどうかが問われている。避難慰

謝料の支払いの終期は、この点にも関わる問題である。

イ ー般的な基準

一般的には、放射能汚染レベルに関する適切な状況確認に基づく判断に

よつて避難指示が解除されて、かつ現実に生活することが可能な程度に、

当該地域の状況が復興するに必要な相当期間が経過 した段階で、避難慰謝

料支払いの終期に至ると解される。なぜならば、そのような段階に至れば、

帰還が現実に可能となり、通常は、避難生活による著しい生活阻害は解消

され得るからである。

但し、この判断は、極めて慎重になされる必要がある。

避難指示の解除は、十分な除染の実施によつて、当該解除対象区域の全

域において十分に放射能汚染 レベルが回復していることが必要であり、政

府による避難指示解除があったから当然に、その判断が妥当であるとは限

らないことに留意すべきである。

ウ 相当な期間の適切な評価

次に、上記の 「相当期間」についても慎重な判断が必要になる。長期間

無人のまま置かれた避難区域内の地域は、生活を再開するための様々な要

素が破壊され、あるいは流出ないし散逸 し、すべてが元の地域社会とは様

変わりした状況に陥っている。ガス・水道などの基本的なインフラ施設は

もとより、学校、医療機関、その他の公共サービス、さらには日常生活に

不可欠な食品や様々な日用品の流通販売網、そして今 日の日常生活を支え
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る通信、宅配、介護、保育、清掃、クリーニング業にいたるまで様々なサ

ービス業の地域社会における復旧・展開がなければ、到底現実的な生活は

営むことができないのである。

そしてそのためには、相当数の住民が帰還をしなければ、私的な産業の

事業に委ねられているほとんどの流通やサービス業務は、現実に再展開す

ることが困難である。こうした複合的な様々な要素が、ほぼ全面的に回

復 。復旧した段階に至つてはじめて、「現実に生活することが可能な程度

に、当該地域の状況が復興した」と評価できる。そのために必要な期間が

経過 しなければ、上記「本目当期間」が経過 したとは評価できないのである。

工 個別的事情の斜酌の必要性

さらに、多くの住民にとつては避難指示が解除され、かつ現実に生活する

ことが可能な程度に当該地域の状況が復興したと評価できる状況に至っても、

避難していた住民の個別的な事情により、相当期間が経過するまでの間に、

期間か移住かを決められないことがあり得る。年齢、健康状態、家族構成、

職業的な必要性など、やむを得ない事情によつてそのような状況にある場合

には、当該原告において帰還ないし移住の決断、実行が可能となるまでは、

避難慰訪寸料の支払いが継続されなければならない (以上につき、甲 A146

淡路意見書 12← 13頁 )。

3 故郷 (ふるさと)喪失慰謝料

(1)内容

上記のとお り、地域社会における平穏な生活の全般を根こそぎ (包括的に)

侵害されたことによつて、原告らには、故郷 (ふるさと)すなわち地域社会

(地域コミュニティ)における生活を奪われることによる、有形 口無形の損

害が生じる。本件では、この損害を「故郷 (ふるさと)喪失慰謝料」として

請求している。

原告ら住民が、生活していた地域 (故郷)から切 り離されることで、その
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地域での平穏な日常生活が奪われたことによる無形の損害及び精神的苦痛が

その内容をなす (以下について、淡路意見書 14～ 17頁 )。

(2)地域での平穏な日常生活の内容

この、地域における平穏な日常生活は、私的生活、社会生活、経済生活な

ど、人間の生活の全般であるから、そこには様々な内容と意味が含まれてい

る。それは、①地域社会生活、②家庭・自宅での生活、③職業生活といつた

内容を持ち、また④精神的拠り所としての故郷という価値、⑤自然と関わり

自然の恩恵を享受するという価値、その他様々な内容や意味において、損害

が生じる。

(3)地域生活利益 (地域生活利益享受権)

そこで侵害されている主要な権利法益の 1つが、上記4頁 (2)アの地域

生活利益である。それは、上記(2)における「①地域社会生活」における中心

的な内容をなす権利法益であり、地域コミュニティが果たしている様々な機

能を含む法的利益である。

このような地域コミュニティの機能としては、原告ら準備書面 (15の 2)

において述べたとおり、以下のようなものが挙げられる。

① 生活費代替機能

② 相互扶助・共助・福祉機能

③ 行政代替・補完機能

④ 人格発展機能

⑤ 環境保全 。維持機能

地域生活利益 (地域生活享受権)の侵害は、これらの多様な財産的。経済

的、社会的、文化的利益を奪われることであり、重大かつ長期に及ぶ無形の

損害 (淡路意見書 18頁 4(1))をもたらす。

また、除本理史教授の意見書 (甲 A第 103号証)は、「ふるさとの喪失」

について、地域において人々は日々 ・年々の営みを通じて、生産 。生活の諸

条件を作り上げていくものとし、この諸条件は「自然環境、経済、文化 (社
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会 。政治 )」 という複数の要素からなるものであると指摘する。この諸条件

の中で、避難先では回復困難な要素があるとして、その例として、

ア 土地・家屋

イ 景観

を挙げる。そして、このコミュニティにおいて住民が享受 していた利益とし

て、上記淡路教授が列挙 している①ないし⑤の機能を引用しているところで

ある。除本教授の見解においても、避難者が地域社会における生活を奪われ

ることによって、このような地域生活利益というべき、回復できない権利法

益が侵害されることが指摘されるのである。

そして原告ら住民には、こうした地域生活利益を享受し得なくなるという

損害に加えて、そのことによる精神的苦痛を受けている。すなわち住民には、

こうした無形の価値を持つかけがえのない地域社会 (コ ミュニティ)に所属

し、自らもこうした機能を果たすことに貢献することで、互いにその利益を

与え合い、享受し合ってきたという意識があり、こうした意識が地域住民の

精神的な絆を形作つている。原告ら住民は、こうした機能を果たしている価

値ある所属コミュニティを失つたことで、それ自体として、重大な精神的苦

痛を受けているのである。

(4)人格発達権

上記の 「④人格発展機能」には、特に 「人格発達権」というべき精ネ申的価

値が含まれてお り、特に幼少者を含む子どもにとって重要な存在となってい

る。

隣近所や地域住民との緊密な関わりと交流、集会や祭 りなどの地域の行事

への参加など、地域コミュニティは、子どもや若年者にとっては人格形成と

発展の機会であり、成人にとっては精神的平穏・精神的安定を保つ機会であ

る。子どもや若年者が親とともに地域において家族生活を送 り、教育を受け、

地域の文化を受け継ぎつつ成長 していくことは、若年者の人格形成にとって
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極めて重要なことであり、この人格発展機能は、人格発達権と呼ぶこともで

きる法益と解される。人は、成長途上の幼児や未就学児、学童等の未成年者

を含めて、地域社会における人的な繁がり、精神的な絆を基礎とする社会ヂ衆
―

境の中でこそ、人格的な成長 。発達を得るのであり、それは生存権 (憲法 25

条)及び幸福追求権 (憲法 13条)に基づく、高度な精神的価値を有する人格

権である。

(5)精神的苦痛

地域社会は、そこで生まれ育ち、生活する人々に、長い間の人的な繁が

りと帰属意識により、揺るぎのない精神的絆と安心感を醸成している。こ

れは、当該地域、その土地でしか得られない価値の喪失であり、代替性が

ない。そのような精神的価値を持つ地域との繋がりを絶たれ、地域での生

活を奪われ、地域での人との繋がりを失うことは、原告ら住民に大きな精

神的苦痛を与える。この精神的苦痛は、地域生活利益という無形の損害と

並んで、故郷喪失による精神的損害の重要な内容をなす。

この点について、淡路意見書は、以下のように指摘している。

「原発事故は、このような法益の侵奪により、さらに深亥Jな精神的ス ト

レスや精神的苦痛を引き起こすことが指摘されている。現に、浪江町住民

の自由記載本関での陳述や、諸調査での聞き取 り、本件原告の陳述書などに

は、故郷に帰れないこと、故郷を喪失したことによる深刻な精神的苦痛や

ス トレスが、如実に述べられている。また、早稲田大学 「震災と人間科学

プロジェク ト」調査 (2012年度調査、2013年度調査は、ふるさとへの帰

還をめぐる予測・気持ちが、50%か ら 70%の割合の PTSD可能性を引き

起こしていることを明らかにした。」 (淡路意見書 17頁 )

なお、このことについては、辻内琢也 「深刻さつづく原発被災者の精神

的苦痛」世界 852号、2014年 1月 1日発行 (甲 A147)において、精神医

学的見地から詳細に論証されているところである。

さらに、原賠審の第 4次追補においても、「長年住み慣れた住居及び地域
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が見通 しのつかない長期間にわたつて帰還不能となり、そこでの生活の断

念を余儀なくされた精神的苦痛等」を一括賠償の紺象としている。なおこ

の点について、淡路意見書 17頁は、「もつとも、その賠償の内容は、避

難慰謝料の将来にわたっての前払いであつて故郷喪失の精ネ申的苦痛とは

解 されないであろう。」と指摘 し、さらに「この点については、本意見書

も、本訴訟における甲 A103号証・除本意見書 20買以下と見解を同じく

する。」と述べているところである。

そして、「このような精神的苦痛やス トレスが続き、あるいは克進すると

自死に至ることがある。内閣府自殺対策推進室の「東 日本大震災に関連す

る自殺者数」統計 (2014年 3月 13日 )によると、福島県における避難者

の自殺 (自 死)者数は 2011年には 10人であつたのに封して、2013年に

イま 23人に増加 している。同じ大震災にあった岩手県では 4人、宮城県で

イま 10人である。避難生活の精神的苦痛やス トレスでは説明しきれず、原

発事故による放射能汚染に起因する長期の帰還不能、すなわち故郷の喪失

(地域コミュニティの喪失)と 関係があろう。自死は、精神的苦痛・ス ト

レスが、うつ状態を経て、精神的破綻に至って惹起されることがあるので

あり、故郷の喪失は、そのような重大な精神的苦痛・ス トレスを引き起こ

す重大な要因となり得るのである。」 (淡路意見書 18頁)と いう論旨は、

まさに故郷の喪失が、自らの生命を絶つという事態までを招来する深亥Jな

精神的苦痛を与えるものであることを指摘するものである。

原告らの 2014(平成 26)年 10月 22日 付 「準備書面 (19)」 で詳述し

た、川俣山木屋地区における自死事件に関する、福島地裁平成 26年 8月

26日 判決は、まさにこのことを正面から判示した、重要な先例である。

4 故郷喪失慰謝料の請求をな し得る主体

上記のような、地域生活利益の侵害を中心とした無形の損害、そして帰属

する地域社会や人的な絆を奪われることによる、強い精神的ス トレスと精神
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的苦痛という損害について、少なくとも政府や地方自治体による避難指示に

よって避難を余儀なくされた避難者住民は、いずれも賠償請求権を持つもの

と言える。これ らの住民は、避難するかどうかの自己決定の余地なく、地域

生活の喪失という現状を余儀なくされているからである (淡路意見書 19頁以

下)。

なお、このことは、政府や地方自治体による避難指示がなされていない地

域からの避難者 (いわゆる区域外避難者)について、故郷喪失による損害賠

償請求をなしえる立場にないとい うことではない。これら区域外避難者につ

いては、避難を余儀なくされている事情を個別に判断して、避難による地域

生活利益の喪失が本件原発事故によつて引き起こされた損害といえるかどう

かを判断することになろう。相当因果関係説によれば、一般人・標準人を基

準にして、元の居住地域を離れて避難することが、合理性、相当性を有する

かどうか、となろう。このほか、身体権に直結 した精神的人格権としての平

穏生活権の考え方を適用する考え方もある (以上につき、淡路意見書 19頁 )。

また、一旦政府や地方自治体による避難指示がなされた後に、避難指示が

解除された地域の住民については、以上の指摘に加えて、予防原則の適用や、

一旦避難生活を余儀なくされた上、再度、放射能汚染区域に戻ることを強要

されることの不合理性等を含めて、元の居住地に戻らないことの合理性
。相

当性を判断する必要がある。この′点については別途改めて、主張を追加する

予定である。

5 原告個人ごとの属性による損害の評価について

(1)個人の属性と精神的損害

ア 個人の属性は賠償額の算定に影響 しないこと

避難者には、乳幼児、未成年者、若年者、中高年者など多様な年齢の層

があり、居住期間、就労の場所、仕事の違いに等の属性にも違いがある。

このような個人の属性を、どのように評価するべきかが問題となり得る
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が、基本的に、このような個人の属性によつて、特段の事情がない限り、

損害賠償額に差を生じさせるべきではない。

前述 したとおり、故郷喪失慰謝料の内容は多岐にわたるが、そこには、

地域生活利益の侵害を中心とした無形の損害と、帰属する地域社会や人的

な絆を奪われることによる強い精神的ス トレスと精神的苦痛という、 2つ

の損害が含まれている。

このうち、地域生活利益の侵害という無形の損害について考察するなら

ば、まず、避難指示区域内において独立した地域生活を送っていた生活者、

すなわち夫婦や同居者あるいは単身者などは、それぞれ独立して前記の複

合的な内容の地域生活利益を享受し、あるいは享受できる地位にあつた者

であるから、この請求権の主体となり得るのであり、そこに個人の属性に

よる大きな差違は見当たらない。居住期間や職業、就業場所などに違いが

あつても、このような複合的な内容の地域生活利益を享受していたという

点では、基本的に変わらないと言えるからである。

イ 年齢についても算定に影響 しないこと

年齢については、独立した生活者でない子ども等 (学生、生徒、幼児な

ど)も また、やはり子どもという属性に応 じた複合的な地域生活利益を享

受していたと考えられる。

なお、帰属する地域社会や人的な絆を奪われることによる精神的ス トレ

スや精神的苦痛については、幼少の未成年者については、少なくともある

程度成長するまでの間は、まだ感受するだけの精神的能力が備わっていな

いとも言える。 しかし、事故後の歳月の経過と共に、次第に成長すること

に伴い、年齢に応 じた精神的苦痛を受けるに至る。

さらに、このような幼少の未成年者については、前述した人格発達権の

侵害が特に配慮される必要がある。すなわち、前述のとおり、地域生活利

益の 1つである「人格発展機能」には、特に「人格発達権」というべき精

神的価値が含まれている。成長途上の幼児や未就学児、学童等の未成年者
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は、地域社会における人的な繁がり、精神的な絆を基礎とする社会環境の

中でこそ、人格的な成長 。発達を得る。このように未成年者は、成長に伴

う長い年月に及ぶはずの、将来の人格発展機能を享受できず、人格発達権

を阻害されることになる。こうした人格発展機能は、安定した人的繋がり

が形成された地域社会 (コ ミュニティ)でこそ発揮できるのであって、避

難先では代替性のないものである。このように、子どもら未成年者につい

ても、故郷の喪失による無形の損害は重大なものである (以上につき、淡

路意見書 19～ 20頁 )。

ウ 損害算定において差違を設けるには特別な事情が求められること

このように、原告ごとに個別の事情の差違を挙げることが可能であると

しても、それは本件における包括一律請求による故郷喪失慰謝料の評価に

は、原則として影響を及ばさないと解するべきである。仮に裁判所が、原

告ごとに慰謝料の算定評価に差を設けるのであれば、それは、包括的評価

では捉えきれない特別な事情について被告が主張・立証した場合において、

かつ合理的かつ客観的な基準が示された上でなければならない。

(2)具体的な被害事実の個別性と、損害の定型的 日包括的評価

上記のとお り、故郷の喪失による平穏な日常生活全般にわたる損害が、地

域社会生活、家庭や自宅での生活、職業生活といつた場面で生じ、また精神

的拠 り所としての故郷という価値、自然と関わり自然の恩恵を享受するとい

う価値、その他様々な内容や意味において損害が生じるとしても、各原告に

生じている「被害事実」の内容はそれぞれ異なり、全ての原告が同じ損害を

受けているものではない。同様に、地域生活利益 (地域生活利益享受権)の

侵害という損害の内容をなす個別的事実も、各原告の生活状況や立場によっ

て、均―ではない。このような、ある意味では当然の事実を、どのように評

価するかが問題となる。

この点、被告準備書面 (8)は、そのような損害事実の個別性をもつて、

故郷喪失という損害の存在を否定するかのようである。 しかし、地域社会に
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おける平穏な日常生活が奪われることによる損害 (被害事実)や、地域社会

がもたらす様々な利益の享受の実態が各人によつて異なることがあるのは当

然のことであり、これらの権利法益は、地域社会における平穏な日常生活の

全般として、総体として捉えられるべきである。そして、そのような総体と

しての権利法益の侵害を、各原告に共通するものとして括 りだし、定型的・

包括的に評価することこそが相応 しいのであり、全原告が全ての要素を備え

なければ共通の損害とは言えないという論旨は、これらの損害の内容を見誤

った観念論に過ぎない。

この点について淡路意見書は次のように指摘している。

「地域生活利益享受の内容やそれを喪失したことによる精神的苦痛やス ト

レスは、住民個人によつて異なることはあろう。 しかし、地域生活利益は地

域生活がもたらすさまざまな利益による総体としての法益であつて、そのさ

まざまな利益の現実の享受が住民個人によつて異なることがあつても、それ

らの多様かつ複合的な利益を総合 して各人が最小限、共通に享受し、あるい

は享受し得た法益として定型的・包括的にとらえることは可能である。この

ようなとらえ方は、他にも類似の例がある。たとえば、騒音問題の例でいえ

ば、騒音被害の実体は、難聴、睡眠妨害、会話妨害、電話聴取妨害などとい

つた日常生活の平穏 (静穏)に関するさまざまな利益の妨害であり、それは

被害者個人によつて異なり得るのに対して、判例は一定の騒音レ
ベル (逆に

言えば、一定の騒音以上に妨害されない静穏のレベル)を指標として、損害

の発生をとらえている (大阪国際空港公害訴訟大法廷昭和 56年 12月 6日 民

集 35巻 10号 1369頁参照)。 別段、個人個人が侵害されたさまざまな生活

利益を個人ごとに認定しているわけではない。本件の場合にも、「静穏」とい

う法益 (騒音によつて代表されているが、本来の法益は静穏である)を 「地

域生活利益」という法益に置き換えれば、(同 じではないが)類似のアプロー

チとなろう。すなわち、法益としての地域生活利益がどのように侵奪された

かを、被災地域における事故前の地域生活利益の実態と事故によるその侵奪、
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すなわち政府避難指示による現実の避難生活や移住の実態および被害者の属

性などからアプローチし、そこから共通あるいは類型的な損害 (賠償額への

反映としては共通かつ最小限の損害)を主張するものと解されるから、許容

されて然るべきものと考えられる。」 (淡路意見書 20頁 )。

6 故郷喪失慰謝料と避難慰謝料との関係

(1)両損害は別のものであること

以上に詳述 した故郷喪失による損害と、避難生活に伴 う避難慰謝料が、如

何なる関係にあるかを明らかにしておきたい。

被告準備書面 (8)は、この両者の内容は重複 しており、「避難生活に伴 う

精神的苦痛」と別個独立の損害として 「ふるさと喪失による精神的苦痛」を

認める必要はないと批判 している (同 5～6頁 )。 しかし、以下に述べるとお

り、この両者は別の内容をなす損害であって、基本的に重複するものではな

い 。

但し、もとよりいずれも一個の継続的 。全生活的な事実における無形の損

害であるから、表面上両者が重なっているかのように見える場面もあり得る。

しかし、その場合においても、その中の異なる要素を抽出しているのであり、

同じ損害を二重に評価 しているものではない。以下、順次述べる。

(2)それぞれの内容

故郷喪失慰訪寸料、すなわち故郷の喪失による無形の損害と精神的苦痛に対

する慰謝料は、上記のとおり、原告ら住民が、生活していた地域 (故郷)か

ら切り離されることで、その地域での平穏な日常生活における地域生活利益

が奪われたことによる無形の損害及び精神的苦痛がその内容をなす。つまり、

「元の地域 (コ ミュニティ)」 での生活から切 り離されることによって生じ

るいわば代替性のない損害である。

これに対して、避難慰謝料の方は、包括的生活利益としての平穏生活権を

奪われ、避難生活を余儀なくされたことによる「著しい生活阻害」がもたら
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す、強いス トレスと精神的苦痛を内容としている。従つてその内容は、避難

先 (そなわち「よその場所」)での避難生活にともなう精神的苦痛、すなわ

ち避難所や滞在先での心身の苦痛、様々な不便、不自由、そして避難生活に

常につきまとう今後への様々な不安感などを含んでおり、「元の生活・地域」

との隔離よりも、現状の生活阻害による強いス トレスと精神的苦痛という被

害を提えた損害である。

(3)両者の重なりが見られる場面

このように、両者は損害の内容と性質を異にする。従つて、それぞれの損

害が生じる場面や要素として掲げている内容も、別異の性質を持つものとし

て理解・整理される必要がある。

故郷の喪失がもたらす損害の要素として、上記 2(1)の とお り、5つの場面

や要素、すなわち

①地域社会生活

②家庭 。自宅での生活

③職業生活

といつた場面と、これを通じての

④精神的拠り所としての故郷という価値

⑤自然と関わり自然の恩恵を享受する価値

という侵害の要素を挙げた。

他方で、避難生活がもたらす損害 (生活阻害)の要素 (有形・無形の被害)

としては、これまで、

ア 避難先住居での生活の限界 (苦痛・不便・不自由)

イ 見知らぬ土地での生活上の不安 (苦痛・不便・不自由・不安)

ウ 被ばくによる不安・差別 (不安・苦痛)
工 仕事の喪失 (不安)

オ 家族の離散 (苦痛・不安)

力 被害者同士の軋鞠 (苦痛・不安)
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という例示をしてきた。

これらの一部は、一見すると重なり合 うようにも見える。 しかし、上記の

とおり両者は別の損害であって、以下に述べるとお り、重複するものではな

い。

(― )職業生活

重複が指摘される場面として、まず上記「③職業生活」と、「工 仕事

の喪失」がある。しかし、故郷喪失慰謝料における「③職業生活」とは、

その地域で長年の努力を積み重ね構築した仕事の喪失、あるいは将来に

わたつて構築し得たはずの職業生活の断念という、いわば人生設計の喪

失ともいえる損害が中心をなす。

これに対 して避難慰謝料における「工 仕事の喪失」では、避難生活

に伴 う不安感 という意味での、毎日の無為の生活がもたらす疎外感、喪

失感が内容をなす。このように、両者は「仕事」という場面において共

通するだけで、損害・精神的苦痛としての意味や内容は異なるものであ

る。

たとえば、避難先で従前と同種の仕事など、何らかの職業に就くこと

ができたならば、避難慰謝料における「仕事の喪失」という要素は消失

するといえようが、一方で、故郷喪失慰謝料における「職業生活」は、

いわばその人の人生設計ともいえるものである。このような代替性の無

い要素は消失することはないのである。

(二)家族の離散

次に、避難慰謝料における「オ 家族の離散」は、故郷喪失慰謝料に

おける「②家庭 。自宅での生活」の喪失の一部をなす要素でもある。

しかし、後者の故郷喪失による損害は、元の故郷で築いてきた、平穏

な自宅で家族とともにする生活 (いわば「そこ」での生活)を失つたと

いう、将来的・永続的に失った価値を示 してお り、代替性はない。この

ような元の地域・生活と切 り離されたことによる損害を捉えている。
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これに対して、避難慰謝料では、例えば子ども世帯が遠方に避難した

り、狭い仮設住宅で多人数の同居は無理なので別居を強いられるという

場合など、避難先での不便、不自由に含まれる、日々の味気なさや、将

来的な同居の回復可能性について先行きが見えないことの不安という、

現在の生活阻害という意味に捉えられる。

(三 )複合的な重複の指摘

あるいは被告は、避難に伴う精神的苦痛の要素 (A)である①避難先住

居での生活の限界。②見知らぬ土地での生活上の不安・⑤家族の離散と、

ふるさと喪失による精神的苦痛の要素 (B)である①地域生活の破壊 。

③住居での生活の破壊・④地域の自然との関わりを享受する故郷の破

壊・⑤精神的な拠所としての故郷の破壊が、総合的に対応している (重

複している)と主張している (被告準備書面 (8)5買 )。

しかし、たとえば仮設住宅を出て、新たに避難前住居と同等の広さの

住宅を購入し、本件原発事故前の家族構成に戻り、近隣住民とも良好な

関係を築くことができるようになったのであれば、A①②⑤に関する精

神的苦痛はほば消失するといえようが、一方で、代替性の無いB①③④

⑤に関する精神的苦痛は消失することはない。「そこ」(故郷)での生活

は戻らないからである。

このように、これらの様々な場面における被害についても、両者は重

複するものではなく、上記の (一 )、 (二)と 同様に、「避難に伴う生活

阻害」というべき精神的苦痛にあたるか、「故郷の地域から切り離され

たことによる無形の損害や精神的苦痛」にあたるかという基本的な観′点

により、これらを区別することが可能である。

第 2 帰還が不可能な原告の被害―故郷喪失

1 「帰還不可能」の判断と帰遠困難区域 日居住制限区域

上記の故郷喪失慰謝料の基礎 となる損害の発生は、何時の時点で確定的に
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認められるのかが問題となる。この点については、以下のとおり解するべき

である。

(1)帰還の可能性の判断基準

被告は、避難者の帰還を前提にした立場に固執 して、故郷の喪失という事

態を認めない主張を維持 している。しかし、現実には、帰還可能か否かの判

断は、いつかは帰還出来るという理論的・観念的な判断ではなく、帰還する

ことが社会通念上可能かどうかという判断によつて、その救済が図られる必

要がある。

何故ならば、この判断は、原告のそれぞれが現実の社会生活を取り戻し、

生活の再建を図るための場を、いつ。何処に求めるかという選択を迫られる、

現実的な判断に他ならない。そうだとすると、それは遠い将来の観念的な可

能性では無意味であって、社会通念上可能であるといえる現実的な時期でな

ければ、どこで生活を再建するかという実際的な選択の余地がなくなるから

である。

以上の点について淡路意見書は、以下のとおり指摘している。

「そこで問題となるのは、ふるさと喪失損害がいつ確定するか (交通事故

の例にあてはめるならば後遺症の固定時)であり、確定したかどうかは合理

的期間内にふるさとへ帰還することが社会通念上不可能となったかどうかに

よつて決められるべきものと解される。

本件においては、政府避難指示区域が再編され、帰還困難区域、居住制限

区域、避難指示解除準備区域に区分されたが、これらのうち帰還困難区域か

らの避難者は、将来いずれかの時期に帰還が可能となり得るとしても、将来

に向けて実際に日常生活を送る上では帰還を前提に生活の再建をはかること

はできず、帰還困難区域指定の時点で帰還不能として扱われ、帰還不能 (元

の地域に戻れない)に基づくふるさと喪失損害は確定する、と解されるべき

である。」「居住制限区域からの避難者についても、合理的期間内に制度的 (避

難指示区域の解除など)および社会的 (地域生活が可能な社会的条件の整備 )
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に帰還可能とならない場合には、同様に解されるべきと思われる。居住制限

区域および避難指示解除準備区域からの避難者であって、合理的期間内に制

度的、社会的に帰還可能となった者は、避難中ふるさと喪失損害を被ってお

り、かつ帰還後は荒廃 し変容 したふるさとでの地域生活を再建することにな

る。ふるさと喪失損害に準じた精神的損害ないし無形の損害が認められるべ

きである。」 (淡路意見書 20～ 21頁 )。

(2)帰還困難区域

そうだとすると、少なくとも帰還困難区域からの避難者原告については、

その指定の時をもつて、故郷の喪失が確定したものと認められるべきである。

何故ならば、帰還困難区域とは「5年を経過 してもなお、年間積算放射線

量が 2 0 mSvを 下回らないおそれのある、現時プ点で年間積算放射線量が 50

mSvを超える区域」とされる。ここに規定される 5年という期間は、社会生

活上、既に暫定的・過渡的な年数を超えてお り、人間の社会的な生活にとっ

て、もはや何らかの事業 。就業 。その他の社会的活動に踏み出さなければ、

社会生活が継続 し難たくなる段階に至る年数というべきだからである。従つ

て、政府による 2012年 4月 16日 以降の各地の区域指定をもつて、帰還困難

区域からの避難原告については、既に故郷の喪失が確定したものと評価され

る。

(3)居住制限区域

次に居住制限区域からの避難者についても同様に、避難開始後、合理的な

期間内に、放射能汚染レベルが十分に問題のない水準まで下がることによつ

て、制度的条件として避難指示が解除されることはもとより、かつ地域にお

ける生活が可能なだけの、公共施設や医療、流通その他のインフラが復旧し

て、帰還の社会的諸条件が整わない限り、やはり故郷の喪失が確定したもの

と認められるべきである。

居住制限区域とは、「年間積算放射線量が 2 0 mSvを超えるおそれがあり、

住民の被日暴・放射線量を低減する観′煮から引き続き避難の継続を求める区域」
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とされている。そのような居住制限区域について、現在既に、避難開始から

4年が経過 している。そして、今後さらに 1年が経過 しても、制度的条件と

しての避難指示解除がなされる見込みがないか、あるいは仮に現時点で避難

指示が解除されても、あと 1年以内に上記の社会的諸条件が整 うことはない

であろうことが確実であると考えられる。従つて、避難開始から5年が経過

した時点までに、社会通念上帰還可能とは言えないことになる。

そ うすると、現時点で既に事態は確定しており、帰還困難区域と同様に、

現時プ点において、居住制限区域についても、故郷の喪失が確定したものと評

価されることになる。けだしここでも同様に、 5年 という期間は、既に社会

生活における暫定的 。過渡的な年数を超えており、もはや何らかの事業・就

業 。その他の社会的活動に踏み出さなければ、社会生活が継続 し難たくなる

段階に至る年数というべきであつて、避難開始から5年が継続 しても帰還が

出来ないことが確定している以上、社会通念上帰還が可能な現実的
。合理的

な期間を経過 していると認められるからである。

このように、帰還困難区域、居住制限区域とも、故郷喪失による慰謝料ほ

かの損害の発生は、いずれも既に確定したものとして認められるべきである。

2 自己決定権による帰還拒否の選択の合理性

(1)人生の有限さによる決断

以上のとおり、帰還困難区域及び居住制限区域のいずれにおいても、既に

帰還することが社会通念上可能であるとは言えないという結論は、
「時間と人

生の有限さ」という当然の事理によつても、認められるべきことである。す

なわち、人生は有限であるから、避難中の年月もまた、人間にとってかけが

えのない価値を持つ時間である。そうであれば、無為に避難行動だけのため

に人生を浪費したくないという判断も、人それぞれの価値判断である。実際

にも、職業や年齢によって、再出発が可能な時期には限界がある。これ以上

の年月が経過 してからでは事業の再開は困難になるという判断が、どこかの
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時点で必要になる。

あるいは高齢者にとっては、「残 りの人生」を意識せざるを得ない。かけが

えのない人生の最後の大切な「残 り時間」であつて、それを仮設住宅で浪費

することなく、より相対的に充実させることが可能な環境で人生を全 うした

いという選択も、尊重されるべきである。そもそも、それ自体が次善の策で

あり、苦渋の選択なのである。

避難指示から既に 4年が経過 し、さらにこれから避難指示解除まで何年か

の経過が想定されている現在、このような帰還を望まない、あるいは帰還を

拒否する判断が尊重され、こうした判断によって生じる損害の賠償がなされ

る必要がある。

(2)三度目の移転の強要

さらに、避難指示が解除されたことによって、元の居住地への帰還を強要

することは、被害者に紺 して、「三度 目の移転」を強要することを意味してい

る。 しかし、これがまことに理不尽な仕打ちであることは、論をまたないで

あろう。被爆を避けるために、あるいは避難指示によって、その意思に反す

る移転を強いられた上に、帰還が可能となるまでの年月の経過を待てず、移

転先に新天地を求めたところ、再度、元の地域への移転を要求するというの

は、二重の被害を強いるものである。あまりにも加害者と被害者の利害の均

衡を欠く事態というほかはないであろう。

(3)自 己決定権の保障

以上のように、人生の有限性を前提に、将来に向けての人生を選択する自

由も、再度の移転を強要されない自由も、人格の尊厳を守るために保障され

るべき自己決定権に属する。

よつて、このような自己決定によって生じた損害の賠償が、確保されなけ

ればならない。

3 避難指示解除準備区域について
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次に、近年の内に避難指示が解除されるものと想定されている避難指示解

除準備区域の原告についても、同様の検討が必要となるが、この点について

は、今後あらためて主張を追加する予定である。

以上
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